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令和8年度 支部保険者機能強化予算の確定について

1.医療費適正化等予算

（令和8年度予算枠：11,342,000円 予算要求額：10,121,000円 ）

-
新規
継続

事業名 事業概要
令和8年度
要求額

令和7年度
予算額

医
療
費
適
正
化
対
策
経
費

継続
若年層における健康教育

これから生活習慣を固めていく年齢層への啓発活動を「健康教育」という形
で実施する。関係機関と協力し、医療費の状況、医療のかかり方、健康保険
制度そのものの意義などの内容に加え、食育・食生活などの生活指導も加
味し、加入者としての意識向上および医療費適正化を図る。（対象：小学生と
その保護者（30～40代）、高校・専門学校等の学生、新入社員等若手従業
員）

3,408,000 2802,000
継続

社会保険事務説明会の開催 日本年金機構の算定基礎届説明会において、健康保険制度に関する冊子
を作成し説明を行う。

継続
新生児の保護者に対する適正受診啓発
冊子配布

子供が生まれた世帯に対し、「病院受診の際の判断基準」等がわかる冊子を
配布。併せて保護者に対しても生活習慣改善・健康増進に資する冊子も配
布することで、乳幼児とその保護者の医療費適正化を図る。

継続

大分トリニータのマッチデー広告（情報
誌）における記事掲載及びジェネリック医
薬品に関する広報物の作成

大分トリニータ公式マスコット「ニータン」、「リッジー」が登載されたジェネリッ
クに関する広報物を作成し、配布。併せて大分トリニータの情報誌にジェネ
リック医薬品使用促進広告を掲載する。

広
報
・

意
見
発
信
経
費

継続
電子及び紙媒体による広報

（継続）SNSを活用した医療費適正化広報
（継続）納入告知書に同封する事業所向け広報チラシの作成
（継続）LINE登録勧奨チラシの作成
（継続）新規適用事業所等へ健診事業や健康保険制度を周知するための冊子

（継続）任継取得に係るリーフレット作成
6,713,000 8,540,000

合計 10,121,000 11,342,000 10

満額承認



2.保健事業予算

（予算枠：43,201,000円 予算要求額：42,873,000円 42,928,000円）

-
新規
継続

事業区分 主な事業 事業概要
令和8年度
要求額

令和7年度
予算額

健
診
・保
健
指
導
・重
症
化
予
防

新規
継続

健診経費

①協会主催の集団健診
②事業者健診結果データ取得勧奨委託業務
③事業所及び被保険者への健診受診勧奨
業務

③においては以下を実施
・生活習慣病予防健診および特定健診にかかる案内等作成
  発送業務
・週末健診日の設定による受診勧奨
・乳がん・子宮頸がん検診をアピールした受診勧奨事業（新規）

・被扶養者の特定健診のDM勧奨（がん検診同時実施案内）

19,972,000 20,462,000

継続 保健指導経費 保健指導推進経費 保健指導用パンフレット作成や保健指導用事務用品の購入等 260,000 1,376,000

継続 重症化予防経費 未治療者に対する受診勧奨

健診の結果、血圧・血糖・LDL値で要治療と判断されながら
医療機関未受診の方に対し、二次勧奨（本部が実施する一
次勧奨後に支部で行う勧奨）を行う。
二次勧奨：支部保健師及び委託業者による文書及び電話勧
奨

7,747,000 6,270,000

コ
ラ
ボ
ヘ
ル
ス
・喫
煙
糖
尿
病
対
策
・そ
の
他

継続 コラボヘルス
一社一健康宣言事業の展開

一社一健康宣言事業所の拡大及び宣言内容の標準化を図
る。健康宣言事業所へのサポートを強化するため、健康機
器のレンタルを実施する。また、喫煙率等生活習慣病リスク
の高い業態向けに出張講座等支援サービスを展開する。

13,329,000 13,509,000

継続 その他 学齢期における健康教育の推進

本部作成の共通資材を県内在住児童生徒（主に小学校高
学年）への教育ツールとして、協力市町村の教育委員会ま
たは学校へ提供し、児童の健康教育（保健体育・家庭科・社
会科分野等）において活用してもらう。

1,565,000
1,620,000

1,584,000

合計
42,873,000
42,928,000

43,201,000

11

満額承認

「学齢期における健康教育の推進」について
拡充をし、満額承認
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